	ベアリング製造業


平成20年９月のリーマンショックで21年と22年は受注、販売額ともに大きく減少していたが、23年以降、回復傾向がみられ、25年は円安による自動車産業の輸出伸長などもあり、受注、販売額がやや増加している。26年４月からの消費増税を前にした、駆け込み需要が見られ受注が増加している。

製品と業界の概要
ベアリングとは、回転している部分の摩擦を減らし

運動を滑らかにする部品のことで、軸受とも呼ばれる。ベアリングには、大きく分けて、転がり軸受と滑り軸受の２種類がある。滑り軸受は、一般的には軸を面で支持し、その面と軸とが相対的に滑り運動するもので、滑り面に流体があれば摩擦は微小となり、荷重変動の大きい大型船舶のエンジンなどに使用されている。滑り軸受は、ユーザーが内製していることが多いため、ここでは、転がり軸受を中心にみていく。

転がり軸受は、胴体の形状によって玉軸受ところ軸受に大別される。一般に玉軸受は、摩擦抵抗と回転時の軸触れが小さいため、高速、高精度、低トルク及び振動を必要とする用途に適している。ころ軸受は、大きな負荷容量をもっているので、重荷重又は衝撃荷重がかかり、超寿命を求められる箇所により適している。

　ベアリングは、洗濯機などの身近な製品から宇宙ロケットなどの最先端のものまであらゆるものに使用され、製品の大きさは数ミリから10メートル以上まで幅広く、製品の種類は約２万種ある。自動車産業などで使用されるような大量生産品向けと、工作機械等の比較的ベアリングの使用量の少ない産業向けの多様で小ロットの製品がある。

ベアリングの全生産量のうち約80％が前者(大量生産品)に向けられ、自動車、モーター、農業機械等に使用されているが、これらは、品種数では全体の約10％に過ぎず、後者の多様な小ロット製品は、生産量では全体の約20％を占めるに過ぎないが、品種数では全体の約90％になる。

　日本のベアリングメーカーは、1970年代に国内の他の産業に先駆けて、海外現地生産を始めた産業の１つで、特に1985年以降、海外投資が急速に拡大している。
　日本企業の国内外におけるベアリングの生産額は、約８千億円で、世界のベアリングの生産額は、およそ２兆数千億円である。世界における日本企業の生産額のシェアは、およそ３分の１である。
大阪の地位

24年における、大阪府の玉軸受・ころ軸受製造業(従業者４人以上)は、事業所数107（対全国比25.6％）従業者数7,306人（同18.1％）製造品出荷額等2,379億円（同18.1％）である（経済産業省『工業統計表(産業編)』大阪府統計課『大阪の工業』)。
大阪は事業所数、従業者数など、全国で一位となっている。府内では堺市、和泉市、八尾市など大阪の南部に集中している。

緩やかな景気回復により受注は上向き

25年からの円安や、アベノミクス効果もあり緩やかな景気回復により、自動車産業を中心に受注が増加している。各社とも景気は上向きつつあるが、中小メーカーでは、受注先からの製品単価の値下げ要求や円安による製品原材料の値上げなど経営を圧迫する要因もあり、売上げが伸びる一方、利益率の低下に苦しんでいる企業も多い。

業界の構造は、完成品メーカーを頂点とした一次下請企業(大手企業)、二次、三次の下請企業で構成されており、特に自動車産業に関しては大手２社(一次下請)が90％を超えて受注している。ＯＥＭ向け供給は、消費税の駆け込み需要もあり伸びているが、単価切り下げ要求も強く、厳しい経営環境となっている。

そのため、大手企業では対応が困難な多品種少量のベアリング生産に対応しうる工場の再編や、生活関連用品での新しいベアリング製品の開発、セラミック、プラスチックベアリングの開発による、高品質、高価格で付加価値の高い製品開発、販売など経営努力をしている企業も多く見られる。
現在の景況改善を牽引しているのは主に自動車産業向けであるが、日常的な生活用品向けの需要の伸びも期待され、例えば、省エネ型薄型冷蔵庫の扉、パソコンのモーター、携帯電話などに使われる、小サイズのベアリングが、現下の景況感の高まりに寄与している。
海外展開、海外輸出は厳しい環境

自動車や家電メーカーが海外へ工場移転を行い、海外生産が増加している状況で、中小メーカーは外国企業との競争が激化しているが、海外への展開は大手企業に限定されており、中小メーカーは海外進出において人材確保や資金難といった課題があり、海外企業と品質面での格差が縮小していることから、量産品では海外企業に受注を取られているケースも見受けられる。

海外へ進出したが、不良品の発生や従業員の賃金高騰、雇用契約の変更などにより、撤退を余儀なくされた企業もあり、中小メーカーにとって海外進出は厳しい環境となっている。

海外輸出を専門としている企業は、25年以降の円安に伴って採算が大きく改善しており、経営環境の改善に繋がっている。製品輸出をドル建てから円建てにして、為替リスクを発生させない契約としている企業もある。　　

　設備投資は検査機器中心に推移

　自動車用ベアリングの生産では、自動車メーカーが発注先に対して、自社の仕様に応じた生産ラインを整備することを求めるので、それに対応した投資をせざるを得ない。しかし、新ラインの設置には２～３千万円かかり回収が出来にくいため、旧ラインのオーバーホールで対応し、増設には慎重な企業も多い。研磨機、検査機器の更新は、新製品への対応や、検査精度の高度化のため、一定実施されている。設備機器の新設、更新に国の補助金を効果的に利用している企業もあるが、中小企業にとって行政への申請は、情報や知識の不足や人材難などで難しく、支援の充実を求める企業も多い。

雇用・賃金、資金繰り

　優秀な人材に対する需要は高く、インターンシップ制度を活用し、工業高校や高専からの採用を目指している企業や、毎年数名採用し、技術、技能者の継承に取り組んでいる企業も見られる。賃金はリーマンショックによる不況で下がったが、業績が回復してきたことを反映し、過去に減給した給与の回復に取り組んでいる企業が多い。しかし、中小メーカーでは、消費税アップによる自動車や家電製品などの売れ行きが低下することによる、製品の減産を予測する企業もあり、賃金アップに慎重な企業も見受けられる。

消費税、円安、電気・ガス料金値上げの影響

　消費税のアップは、製品単価に転嫁できるとの企業が多いが、電気、ガス料金の値上げは製品単価に転嫁できない。このため、ピーク時の節電対応の強化やＬＥＤ電球への切り替えを行っているが、円安による原材料の値上げもあり、利益率の低下に苦しんでいる企業も多い。

今後の見通し
　大手メーカーのＯＥＭは一定規模の発注量の増加が見込まれるが、製品単価切り下げの要求も厳しく、利益の低下に苦しんでいる。各社ともに自動車産業とともに、新しい産業分野での製品開拓が必要で、生活用品分野への進出、多品種少量生産の確保、ニッチな分野への更なる進出、セラミックやプラスチックなどの新しい素材による新製品の創出などの対応が求められている。そのために、新技術、新製品を生み出す研究開発の推進や優秀な人材確保が急務となっている。

（江原　均）
表１　玉軸受・ころ軸受製造業の事業所数、従業者数、製造品出荷額等の推移
	調査年
	事業所数
	従業者数（人）
	製造品出荷額等（百万円）

	
	全国
	大阪府
	全国
	大阪府
	全国
	大阪府

	平成20年
	457
	121
	41,874
	7,874
	1,335,437
	235,652

	21
	405
	110
	37,298
	7,104
	899,572
	167,664

	22
	399
	103
	39,832
	6,953
	1,145,663
	186,846

	　　23
	415
	101
	40,125
	7,676
	1,287,823
	211,292

	　　24
	418
	107
	40,405
	7,306
	1,315,413
	237,853


資料：経済産業省「工業統計調査（産業編）」
注：従業者４人以上の事業所。調査年平成23年は、「経済センサス-活動調査結果（製造業）」の数値。

表２　軸受の生産実績の推移（全国及び近畿）

	調査年
	全国
	近畿

	
	数量（千個）
	重量（トン）
	金額（百万円）
	数量（千個）

	平成20年
	3,200,985
	‐
	555,725
	‐
	751,184
	‐
	‐
	‐

	21
	2,044,721
	(-36.1) 
	364,214
	(-34.5) 
	490,431
	(-34.7) 
	‐
	‐

	22
	3,027,966
	(48.1) 
	516,653
	(41.9) 
	679,066
	(38.5) 
	446,509
	‐

	23
	3,039,163
	(0.4) 
	553,370
	(7.1) 
	722,838
	(6.4) 
	455,887
	(2.1)

	24
	2,899,418
	(-4.6) 
	552,072
	(-0.2) 
	680,597
	(-5.8) 
	409,843
	(-10.1)

	25
	2,840,145
	(-2.0) 
	551,938
	(0.0) 
	654,273
	(-3.9) 
	413,818
	(1.0)

	26年1月
	243,367
	(15.5)
	50,441
	(31.7)
	56,904
	(20.3)
	‐
	‐

	　　2月
	244,070
	(12.0)
	51,788
	(28.8)
	57,174
	(15.7)
	‐
	‐


資料：経済産業省「機械統計年報」「生産動態統計月報」、近畿経済産業局「主要製品生産実績」（玉軸受、ころ軸受、軸受ユニット）
注：（　　）内は前年比あるいは前年同期比（単位：％）、近畿の最新データは25年12月分まで。
　　　　　　　　　　　　　　　　　
